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＜ＪＲ東海労の要求主旨＞

内閣府の2015年２月の月例経済報告は、「景気は、個人消費などに弱さがみ

られるが、緩やかな回復基調が続いている」としている。しかし、労働者が「緩

やかな回復基調」を実感できる状況にはなっていない。これは、物価上昇に賃

金が追いつかず、さらには消費税増税、社会保険料率引き上げ等が労働者に重

い負担となり、可処分所得が減少しているからである。まさに、これが「個人

消費などに弱さがみられる」原因である。ＪＲ東海労は、こうした状況を改善

し、組合員の生活の質を維持・向上させるためには、大幅な賃金の引き上げが
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会社には要求に応える支払い能力がある！
本部は２月25日、「2015年度賃金引き上げ、夏季手当および諸要求の申し入れ」

（申第19号）に基づく、第１回団体交渉を開催しました。

団体交渉で本部は、要求趣旨について「物価上昇に賃金が追いつかず、さらに

消費税増税、社会保険料率引き上げ等により、可処分所得が減少している。ＪＲ

東海労は、組合員の生活の質を維持・向上させるためには、大幅な賃金の引き上

げが絶対に必要であると考える」「極めて好調な業績による収益が賃金として十

分に反映されていない。これまでの利益は会社が内部留保として蓄積しているこ

とからも、会社にはＪＲ東海労の要求に応える十分な支払い能力があると考える」

と強く主張しました。

一方会社は、「経済の好循環のため、企業による賃上げもそのひとつというこ

とは承知しているが、経営状況や今後の見通しを基に、労使間で議論するべきも

の」とし、経営状況については「収益・利益ともに堅調な数字を確保しているが、

楽観すべきではない」としています。また「当社の賃金水準は相当高いレベルで

あり、２年連続でベアを実施すべき合理的・客観的理由は見いだせず、賃上げは

極めて難しい。夏季手当についても慎重な判断が求められる」などとする現時点

の見解を示し、私たちの要求を牽制する姿勢を明らかにしました。

ＪＲ東海労の要求主旨と会社の発言要旨は以下の通りです。
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絶対に必要であると考える。

ＪＲ東海の平成26年度第３四半期決算は、単体の営業収益が前年同期比102.

2％となる9,882億円を計上し、昨年度を上回る増収となった。また、経常利益、

純利益についても前年同期比でそれぞれ102.4％、108.9％という増益となった。

しかし、この間の極めて好調な業績による収益が賃金として十分に反映されて

いない状況である。これまでの利益は会社が内部留保として蓄積していること

からも、会社にはＪＲ東海労の要求に応える十分な支払い能力があると考える。

会社は基本給を一律に6,000円引き上げ、基準昇給額の見直し、3.5ヶ月分の夏

季手当支給、および諸手当など労働条件の改善を行うことで、要求にしっかり

と応えるべきである。

会社は高齢者の雇用問題について、『専任社員の雇用に関する協約』の中に

「経過措置」を残し、さらには「専任Ⅴ」なる区分を設けている。これは、希

望者全員が65歳まで働くことができないということであり、会社が雇用面、賃

金面において差別を行っているということである。ＪＲ東海労はこれを断じて

許すことはできない。今春闘では、あらためて65歳定年制を要求すると同時に、

社員を選別・差別することなく、希望者全員を65歳まで雇用することを要求す

る。また、その働き方についても、組合員の希望によって現職継続や出向を選

択できるようにすることや、短時間、短日数勤務の実現を要求する。さらに出

向組合員の労働条件の改善についても強く求めていく。

ＪＲ東海労は以上の認識を踏まえ、2015年度賃金引き上げ、夏季手当および

諸要求について、申し入れの通り要求する。

以 上

会社の平成27年度新賃金交渉第１回発言要旨は次ページを参照して下さい。

次回第２回団体交渉は、３月２日（月）13：00から開催します。
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